
1 2http://www.econetworks.jp/ EcoNetworks

奥村　彩佳

海洋プラスチック汚染のいま
欧州の動きから

11欧州企業の事例

9企業ができる取り組みは？

8GLOBAL COMMITMENT

7EUでの動き

5データで見る海洋汚染

3海洋プラスチック汚染とは？

CONTENT

海洋プラスチック汚染のいま

13執筆者からのメッセージ



1 海洋プラスチック汚染とは？
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毎年3億トン以上のプラスチックが全世界で生産されており、

そのうちの約半数が買い物袋、カップやストローなどの使い捨て製品といわれています。

海面に浮かぶプラスチックごみは深刻な汚染となっており、 

その量は海洋ゴミ全体の８０％に及びます。 

都市部からのごみ、台風などの災害で飛ばされたもの、工場から流出したもの、

観光客が海岸で捨てたゴミ、間違った廃棄物処理として海に放棄されたもの、

不法に放棄されたものなど、 

ほとんどの海洋プラスチックごみは地上から来ています。

海では主に漁業や養殖からごみが出されます。

海洋プラスチックごみの難点は、海に一度出てしまったら、

何百年もの間消えることはないということです。

その間、自然分解されず、紫外線や風、海流などの影響によって、

マイクロまたはナノプラスチックと呼ばれる極小の粒子になり、海に漂い続けます。

プラスチック汚染は社会、経済そして生態系に大きな影響を及ぼします。

海洋に浮かぶプラスチックの脅威は地球全体の生態系、

ひいては私たち人間の健康や食品の安全性、また、気候変動にまで及び、

非常に重大な問題です。

この課題に対して、各国政府は対策を始めています。

EU議会は２０１８年１０月、一部の使い捨てプラスチックの製造・使用を完全に禁止する

法案を賛成大多数で可決しました。

中国は２０１７年にプラスチックごみの輸入を禁止し、

それに続きタイでも同様の法案が可決し2021年の実効を目指しています。

環境問題に大きくかかわる産業界は、

今後どのような対策を取ることが求められているのでしょうか？

そして、世界規模のこの潮流の中で今からでも始められることは何でしょうか？



漁業網
分解されるまでに600年

プラスチックバッグ
分解されるまでに20年

プラスチックボトル
分解されるまでに450年

プラスチックごみが浮遊する
海面は多くの生物の餌場

漁業網
分解されるまでに600年

プラスチックごみは生物の
住処である海底に留まる

2 データでみる海洋汚染
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全世界プラスチックごみ総量
過去15年間で2倍、2050年にはさらに現在の2倍になると予測されている1)

毎年のプラスチック生産量の
約半数が使い捨てプラスチックといわれている

使い捨て
プラスチック

（ストロー、包装、ペッ
トボトルなど）

全世界　
プラスチック生産

世界中の海には1億5千トンのプラスチックごみがあるといわれ、
海洋全体のごみの80%を占める 2)

劣化したプラスチックごみは
マイクロ粒子になり海水に溶け込む

プラスチックごみ総量
廃棄されるプラスチックごみ
焼却されるプラスチックごみ
リサイクルされるプラスチックごみ
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1) (GRAPHIC) G. GRULLON/SCIENCE; (DATA) GEYER ET AL., SCIENCE ADVANCES　筆者和訳
2) HTTPS://NEWS.STANFORD.EDU/2018/09/18/LAST-STRAW-PATH-REDUCING-PLASTIC-POLLUTION/



２０１８年１０月、EU議会は加盟国における一定の使い捨てプラスチック製品を禁
止する法案を可決しました。　
以下が完全撤廃の対象品であり、海洋ごみの70%を占めているといわれていま
す。2121年にEU加盟国での廃止を目指しています。

これらの製品に対して、以下の２つのアプローチがとられます。

1. すでに代替品が市場に普及している場合は、その製品の販売は禁止される

2. まだ代替品が普及していないものは、加盟国で2025年までに最低25%の減
少を当面の目標とする。主に使い捨て食品包装が対象。

対策としては国家レベルで製品設計や製品表示に規制をかける、製造者にゴミの
回収・処理義務を与えるなどの政策で消費量を減少させるなど。

その他のプラスチック製品（ペットボトル飲料など）は分別回収のうえ2025年ま
でにEU加盟各国でリサイクル率90％達成が義務付けられます。

1. 使い捨てプラスチック綿棒
2. フォーク・スプーン・ナイフなどの使い捨て食器
3. 使い捨てストロー
4. 使い捨てマドラー
5. 風船プラ棒
6. 酸化型生分解性プラスチックとポリスチレン素材の製品（袋、包装、ファストフードの容

器など）
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使い捨てプラスチックを2021年までに廃止
EUでの動き

グローバル・コミットメント
GLOBAL COMMITMENT

2018年10月にインドネシア政府主催でバリ島にて行われた
海洋国際会議OUR OCEANにて、
エレン・マッカーサー財団が国連環境計画（UNEP）の支援を受け新たなグローバ
ルな枠組みである「NEW PLASTICS ECONOMY GLOBAL COMMITMENT」
を発足しました。

政府・企業・研究機関など250以上の組織が署名し、
英国政府、フランス政府、チリ政府、ニュージーランド環境省や
ダノン、H&M、ロレアル、マース、ペプシコ、コカ・コーラ、ユニリーバなど
世界で使用されているプラスチック包装のの20％を占める企業が名を連ねていま
す。

以下のコミットメントに対して、署名企業は18ヵ月ごとに進捗を公表し、透明性を確
保することになっています。

1. ELIMINATE（排除）
害がある、または不必要なプラスチック包装を排除する。
また、使い捨てプラスチックへの依存から脱却し、再利用に移行する。

2. INNOVATE（開発）
2025年までにプラスチックの再利用を100％にし、安全に再利用、リサイク
ル、処理ができる技術を確立する

3. CIRCULATE（循環）
生産されたプラスチックの再利用とリサイクルを大幅に増やし、新しい包装や
製品に循環させる

プラスチック包装の「NEW NORMAL」を確立させることを目指し、
WWF、世界経済フォーラム、コンシューマー・グッズ・フォーラム、大学、研究機関など
も署名に参加しています。

欧州投資銀行、ING、BNPパリバAMなど15以上の金融機関も参加し、
運用資産額は2兆5000億ドルに達します。

また、プラスチック再利用にフォーカスした循環経済を推進するための2億ドル以上
の投資をベンチャーファンドに行うことも表明しました。

出典： HTTP://WWW.EUROPARL.EUROPA.EU/NEWS/EN/PRESS-ROOM/20181018IPR16524/PLASTIC-OCEANS-MEPS-BACK-EU-
BAN-ON-THROWAWAY-PLASTICS-BY-2021 出典：HTTPS://NEWPLASTICSECONOMY.ORG/PROJECTS/GLOBAL-COMMITMENT



3 企業ができる取り組みは？
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自社が生産・使用するプラスチックの
量と種類について把握をする。

情報をまとめ、公開することで企業活
動の透明化に繋がる。

１．企業活動の透明化

具体的にどう海洋汚染対策に取り組めばいいのでしょうか。

企業がいますぐ始められる４つのステップをご紹介します。

And we can do more!
今からできる４つのステップ

年単位のプラスチック削減目標を策
定。

その目標をどうやって達成するのか、
ロードマップを作成する。

２．具体的な目標策定

目標を策定し行動するのと同時に、プ
ラスチック包装を減らしつつ製品品質
を保てる新たな配送手段の開発へ投
資を進める。

Reduction（削減）とReuse（再利
用）を根底とした新しい方法で顧客に
商品を届けるシステムを確立する。

３．新しい配送システムへの投資

パッケージを減らすだけでなく、リサイ
クルが不可能なプラ素材、例えばポリ
ステレン、PBCなどをサプライチェーン
全体から排除する。

マイクロプラスチックティックの大半は
企業の生産プロセスや配送中に発生
しているが、サプライチェーンの環境汚
染まで把握ができていないのが現状。

４．サプライチェーン全体の改善

出典：HTTPS://INNOVATION-FORUM.CO.UK/ANALYSIS.PHP?S=GREENPEACES-BUSINESS-SOLUTIONS-TO-CUT-PLASTIC-WASTE
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　英国百貨店

　砂糖製造企業

‐ 使い捨てPETボトルの販売を中止
水道水が飲める国では水を売る必要がない、との考えから、使い捨てPETボ
トル飲料の販売を中止した。中止した当初は消費者から反発があったが、お
洒落なデザインのエコボトルなどに販売を切り替え浸透してくると、売り上げ
が昨年比160%伸びた。顧客がサステナブルな商品を求めている、需要があ
ることの証明になった。

‐ NGOとの協働キャンペーン
百貨店の1階大広間で多数の環境NGOとコラボレーションし、数々のスロー
ガンを展示。百貨店側には良いマーケティング戦略・ブランディング材料にな
り、NGOは広告リーチが拡がり双方向にメリットのある取り組みとなった。

元来砂糖の精製・製造を行ってきたが、現在その技術を活かして砂糖由来
のバイオプラスチック素材（PEF）の開発・製造を行っている。

初期段階では価格はPETに比べて割高だが、+αの利点（酸素の吸収率
が低い、など）を理解してもらえれば販売するのは難しくない。

PEFはPETの代替素材であり、現状世界で最も大きなサプライチェーンの
一つであるPETの既存チャネルで販売が可能という利点がある。
将来的には殆どすべての用途で代替が可能になる。

　積極的に顧客にメッセージングを

　知識を活かしてPET代替素材を開発

　カフェチェーン

　飲料メーカー

イギリス店舗（約1000店舗）において使い捨てカップのリサイクルを推進。
初めにデザイン優先事項と目的・ゴールをプロジェクト内で明確にし、常にそ
こに立ち返ることを徹底した。

事前調査で使い捨てカップがほぼリサイクルされていないことを知り、リサイク
ル外注先を探したがイギリス国内では専門業者が存在しなかったため、自社
で使用したカップをそのままリサイクルする独自のサプライチェーンを構築。顧
客に分別してもらうためにおしゃれなデザインの使い捨てカップ用ごみ箱をサ
プライヤーとともに製作し店舗に設置したが、全く効果がなかった。

調べてみてわかったのは、顧客は店のサービスに依存しているため、飲み残し
を捨ててカップをごみ箱に入れるという作業すら煩わしく思われるということ。
そこで改めて議論を行った後、顧客には何もさせず、ただごみをごみ置き場に
放置してもらい、代わりに従業員がごみの回収・分別をするシステムを導入し
た。その結果、店舗内のリサイクル率がほぼ100%になった上に、使用済みカ
ップが良い状態でリサイクルに出されることによりリサイクル効率も大幅に向
上し、大幅なコスト削減が可能になった。

世界トップのメーカーで環境問題に非常に関心があり、また責任があるこ
とを認識している。

プラスチック飲料ボトルは機械でのリサイクルでは10%ほどしか実際には
リサイクルできない。このリサイクル率を上げるのが現状の課題。

新しい素材や技術を研究開発している企業、ベンチャーに積極的に投資
し、共同で新しいリサイクル手法、素材を開発する取り組みを進めている。

　既存のチャネルにこだわらず、自社独自のサプライチェーンを構築

　リサイクル技術や代替素材開発の企業に投資、共同研究を行う

４つの企業から
欧州企業の事例
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執筆者からのメッセージ

私はオランダで循環型経済について研究をしています。

大学院では、経済発展だけに依存しない持続可能な社会経済への変革について勉強をしました。

先日はアムステルダムにて、産業界のプラスチック汚染対策についての国際フォーラムに参加し、世

界トップ企業からスタートアップまで、大小様々な企業の講演を聞く機会がありました。

私が参加企業の話を聞いて２つ感じたことがあります。

1つ目は、この1年間でプラスチック汚染を取り巻く環境が激変したこと。

2つ目は、先行事例を行った企業は想定以上の利益を得ているということです。

欧州には、EUという社会経済の羅針盤があります。EUが正式に使い捨てプラスチック製品を禁止す

る条約を決議したことで、今後こういった規制が厳しくなること、環境負荷の高い製品・素材は受け入

れられなくなること等、企業にとって将来の見通しが立て易くなり、企業や自治体が一斉になって研究

や投資を始めるようになりました。EUは予防原則という、害があるとみなされるものについては、科学

で完璧に証明されていなくても、措置を取るという方針が取られています。EUがいち早くプラスチック

汚染に対して動き出したことで、欧州以外の地域でも認知度が上がり機運が高まっているようです。

そのような中、前項でもご紹介したように積極的に環境対策を進めている企業があります。そういった

企業は、現状の環境汚染に対して自分たちが何かしなければ、という責任感が行動を起こすきっかけ

だったそうです。最初は手探りで始め、失敗もしたけれど、試行錯誤を繰り返し最後は狙った以上の

収益、副次効果（効率化など）があったと口をそろえて言っていました。

「リターンが分からない先行投資は不安かもしれないが、失敗も貴重な経験。それを踏まえて次の行

動に活かせば、成功に近づく。世界はサステナビリティの方向に動いている。何もしていない企業はゼ

ロのまま取り残されるだけ。」と講演者の一人が言っていたのが印象に残りました。

「競争ではなく協働が今後の鍵になる。企業が競争に固執して知識を独占している限り、画期的なア

イデアは生まれない。それを他社や研究機関と共有し議論することによって、既存の概念の上に革新

的なアイデアが生まれ、新たな市場を開拓することができる。」

オランダのある大学教授をインタビューしたときに聞いた言葉です。この言葉が象徴するように、 欧州

では、サステナビリティについて企業や研究機関が集まりオープンなディスカッションをするイベントが

毎週のように開催されています。何回か参加するうちに自然と参加者と顔見知りになり、個人的なネ 

ットワークが拡がり、全く異なる業種の企業が意気投合して新たなプロジェクトになることも多くありま

す。

日本はEUのように規制される対象がありませんが、だからこそ、積極的に世界の動きに敏感になり、

その流れに取り残されないための努力をすることが求められていると感じます。海に囲まれた島国だ

からこそ、海洋汚染は身近な問題であり、そこで生み出された新たな知識や技術は世界にも通用する

はずです。本レポートに記載したように、今からできることを少しでもいいので、考えて、始めてみること

が大事ではないかと思います。


